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第１ 情報共有システムにおける工事帳票の仕様について 

１ はじめに 

本仕様書は、京都市上下水道局が発注する工事において、情報共有システムを利用して受発注者

間の情報を電子的に交換・共有する場合の工事帳票に関する仕様を定めたものであり、その他、シ

ステムの選定要件となる項目を示すものである。 

なお、利用する情報共有システムは、別紙「京都市上下水道局情報共有システム 機能要件確認

書」を使用し、適合状況を判定するものとする。 

２ 情報共有システムの提供方式について 

インターネットを介し、受発注者が利用できるASP（Application Service Provider）方式であるこ

と。 

３ 情報共有システムの機能要件について 

「工事施工中における受発注者間の情報共有システム機能要件（Rev.5.2）」で定める要件のう

ち、「データ・システム連携機能」以外の機能要件及びシステム要件を全て満たしていること。 

４ サポート体制について 

情報共有システムの利用方法について、質問が可能なサポート体制があること。 

５ 情報共有システムで使用する工事帳票について 

使用する情報共有システムにおける工事帳票は、以下の５つとする。 

(1)工事履行報告書 
(2)工事打合簿 
(3)材料確認書 
(4)段階確認書 
(5)立会願 

６ 工事帳票の様式について 

情報共有システムから出力される工事帳票は、「第２ 情報共有システムで使用する工事帳票の

様式」の「(1)  様式の出力」及び「(2)  様式の規格」に適合しなければならない。 

なお、「(1) 様式の出力」については、その配置や構成が適合していればよく、線の太さ、欄の

大きさ、フォントのサイズについて完全な一致は必要ない。また、フォントは明朝体、ゴシック体

どちらも可とする。 

７ 決裁方法について 

情報共有システムで使用する工事帳票の決裁方法については、国土交通省と異なるものもあるた

め、「第２ 情報共有システムで使用する工事帳票の様式」の「ア 決裁方法」に記載している。 

８ 発議書類確認機能（権限者機能）について 

工事の種類によって権限者が異なる場合があるため、決裁提出前及び提出途中においても決裁フ

ローの変更が可能なシステムとする。また、部署間をまたぐ決裁が可能であること、発注者側の決

裁人数（押印欄）は６人以上の設定が可能なシステムとする。
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第２ 情報共有システムで使用する工事帳票の様式 

１ 工事履行報告書

２ 工事打合簿 

３ 材料確認書 

４ 段階確認書 

５ 立会願 
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工 事 履 行 報 告 書 

工事名 テキストボックス（７０文字以上）

工期 令和 YY 年 MM 月 DD 日 ～ 令和 YY 年 MM 月 DD 日

日付 令和 YY 年 MM 月 DD 日（ 月分）

月 別 
予定工程 ％ 

（  ）は工程変更後 実施工程 ％ 備  考 

令和 YY 年 MM 
月

XXX.XX％ XXX.XX％ テキストボックス（５０文字以上）

令和 YY 年 MM 
月

XXX.XX％ XXX.XX％

令和 YY 年 MM 
月

XXX.XX％ XXX.XX％

令和 YY 年 MM 
月

XXX.XX％
（XXX.XX%）

令和 YY 年 MM 
月

XXX.XX％
（XXX.XX%）

令和 YY 年 MM 
月

XXX.XX％
（XXX.XX%）

（記事欄） 

テキストボックス（２５０文字以上）

- 1 / 2 -

１ 工事履行報告 

(1) 様式の出力 

総括
監督員 

主任
監督員 

担当
監督員 

現場
代理人 

主任 
（監理） 
技術者
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ア 決裁方法 

(ｱ) 国土交通省の決裁方法と同様 

イ 文字数 

(ｱ) 工事名：全角７０文字以上

(ｲ) 備考：全角５０文字以上 

(ｳ) （記事欄）：全角２５０文字以上 

ウ 入力について 

(ｱ) 請負者は、日付、月別、予定工程、実施工程を入力する。 

エ その他 

(ｱ) ページが複数となる場合 

次項以降は最初の項と同様に空白行を残した様式とし、ページ番号を下部に「- 現在のページ

番号/総ページ数 - 」と記載する。 

１ 工事履行報告 

(2) 様式の規格 



5 

工 事 打 合 簿 

No.□□□

発議者 □ 発注者 □ 請負者 発議年月日 令和 YY 年 MM 月 DD 日

発議事項 □指示 □協議 □通知 □承諾 □報告 □提出 

□その他（□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□） 

工事名 テキストボックス（７０文字以上）

（内 容） 

テキストボックス（１０００文字以上）

上記について □指示 □承諾  □協議 □提出 □受理 します。 

□その他（□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□） 
発
注 テキストボックス（９０文字以上）
者

処
理 令和 YY 年 MM 月 DD 日
・
回 上記について □承諾 □協議  □提出 □報告 □受理 します。 
答 

□その他（□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□） 
請
負 テキストボックス（９０文字以上）
者

令和 YY 年 MM 月 DD 日

２ 工事打合簿 

(1) 様式の出力 

総括
監督員 

主任
監督員 

担当
監督員 

現場
代理人 

主任 
（監理） 
技術者 
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ア 決裁方法 

(ｱ) 国土交通省の決裁方法と同様 

イ 文字数 

(ｱ) No.：全角３文字（デフォルトは空白） 

(ｲ) 発議事項-その他欄：全角３０文字 

(ｳ) 工事名：全角７０文字以上 

(ｴ) （内容）：全角１０００文字以上 

(ｵ) 処理・回答-その他：全角２０文字、左記の下全角９０文字以上 

２ 工事打合簿 

(2) 様式の規格 
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(
)

(
)

(
)

令和 YY 年 MM 月 DD 日 

材 料 確 認 書 

下記について、材料確認をお願いします。 

記 

工事名 テキストボックス（７０文字以上）

材料名 品 質 規 格 単位

搬入

数量 

確 認 欄 

備考
確認年月日 確認方法合格数量 確認印

□□□□□□□□□

□□□□□□□□□

□□□□□□□□□

□□□□□□□□□

□□□□□□□□□

□□□□□□□□□

□□

□□

□□

□□□□

□□□□

令和 YY 年 MM 月 DD 

日

□□□□

□□□□

□□□□

□□□□

□□□□

一京
般都

□□□

□□□

□□□

□□□□□□□□□

□□□□□□□□□

□□□□□□□□□

□□□□□□□□□

□□□□□□□□□

□□□□□□□□□

□□

□□

□□

□□□□

□□□□

令和 YY 年 MM 月 DD 

日

□□□□

□□□□

□□□□

□□□□

□□□□
一京
般都

□□□

□□□

□□□

□□□□□□□□□

□□□□□□□□□

□□□□□□□□□

□□□□□□□□□

□□□□□□□□□

□□□□□□□□□

□□

□□

□□

□□□□

□□□□

令和 YY 年 MM 月 DD 

日

□□□□

□□□□

□□□□

□□□□

□□□□
一京
般都

□□□

□□□

□□□

- 1 / 2 -

３ 材料確認書 

(1) 様式の出力 

総括
監督員 

主任
監督員 

担当
監督員 

現場
代理人 

主任 
（監理）
技術者
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ア 決裁方法 

(ｱ) 国土交通省の決裁方法と同様 

イ 文字数 

(ｱ) 工事名：全角７０文字以上

(ｲ) 材料名：全角２７文字 

(ｳ) 品質規格：全角２１文字

(ｴ) 単位：全角６文字 

(ｵ) 搬入数量：半角８文字

(ｶ) 確認方法：全角１２文字

(ｷ) 合格数量：半角８文字

(ｸ) 備考：全角９文字 

ウ 入力について 

(ｱ) 請負者は、材料名、品質規格、単位、搬入数量を入力する。 

(ｲ) 発注者は、請負者の入力範囲の編集が可能であり、確認年月日、確認方法、合格数量、確認者 

  を入力し、備考を入力することができる。 

エ その他 

(ｱ) ページが複数となる場合 

次項以降は最初の項と同様に空白行を残した様式とし、ページ番号を下部に「- 現在のペー

ジ番号/総ページ数 - 」と記載する。 

(ｲ) 確認者印は、過去を含めたシステムに登録された監督員と監督員以外が選択可能とする。

(ｳ) 確認年月日は、すべての材料について同一とする。 

３ 材料確認書 

(2) 様式の規格 
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(
)

令和 YY 年 MM 月 DD 日 

段 階 確 認 書 

下記について、段階確認をお願いします。 

記 

工事名 テキストボックス（７０文字以上）

種 別 細 別

確 認 

項 目 

確 認

予 定 時 期

確 認 欄 

確認日 
確 認 者

署 名 押 印 

□□□□□□□
□□□□□□□
□□□□□□□
□□□□□□□

□□□□□□□
□□□□□□□
□□□□□□□
□□□□□□□

□□□□□□□□
□□□□□□□□
□□□□□□□□
□□□□□□□□

令和 YY 年 MM 月 DD 日 令和 YY 年 MM 月 DD 日
□□□□

□□□□

□□□□□□□
□□□□□□□
□□□□□□□
□□□□□□□

□□□□□□□
□□□□□□□
□□□□□□□
□□□□□□□

□□□□□□□□
□□□□□□□□
□□□□□□□□
□□□□□□□□

令和 YY 年 MM 月 DD 日 令和 YY 年 MM 月 DD 日
□□□□

□□□□

□□□□□□□
□□□□□□□
□□□□□□□
□□□□□□□

□□□□□□□
□□□□□□□
□□□□□□□
□□□□□□□

□□□□□□□□
□□□□□□□□
□□□□□□□□
□□□□□□□□

令和 YY 年 MM 月 DD 日 令和 YY 年 MM 月 DD 日
□□□□

□□□□

- 1 / 2 -

４ 段階確認書（土木工事）

(1) 様式の出力 

総括
監督員 

主任
監督員 

担当
監督員 

京
都

01

京
都

02

京
都

04

現場
代理人 

主任 
（監理）
技術者

代現
理場
人

主
技任
術監
者理



10 

ア 決裁方法 

(ｱ) 国土交通省の決裁方法と異なる

請負者（発議）→発注者（確認） 

イ 文字数 

(ｱ) 工事名：全角７０文字以上

(ｲ) 種別：全角２８文字 

(ｳ) 細別：全角２８文字 

(ｴ) 確認項目：全角３２文字 

(ｵ) 確認者署名押印：全角８文字 

ウ 入力について 

(ｱ) 請負者は、種別、細別、確認項目、確認予定時期を入力する。 

(ｲ) 発注者は、請負者の入力範囲の編集が可能であり、確認日、確認者署名押印を入力する。 

エ その他 

(ｱ) ページが複数となる場合 

次項以降は最初の項と同様に空白行を残した様式とし、ページ番号を下部に「- 現在のペー

ジ番号/総ページ数 - 」と記載する。 

(ｲ) 確認者署名押印は、過去を含めたシステムに登録された監督員と監督員以外が選択可能とする。

(ｳ) 確認予定時期は、すべての細別について同一とし、確認日のデフォルトは確認予定時期とする。 

なお、確認日もすべての細別について同一とする。 

４ 段階確認書（土木工事）

(2) 様式の規格 
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(
)

令和 YY 年 MM 月 DD 日 

立 会 願 

下記について、立会をお願いします。 

記 

工事名 テキストボックス（７０文字以上）

立会項目 テキストボックス（８０文字以上）

立会箇所 テキストボックス（８０文字以上）

立会希望年月日 令和YY 年 MM 月 DD 日 

その他 

テキストボックス（請負者用）（４００文字以上）

テキストボックス（発注者用）（４００文字以上）

５ 立会願（土木工事）

(1) 様式の出力 

総括
監督員 

主任
監督員 

担当
監督員 

京
都

01

京
都

02

京 京
都 都

03 04

現場
代理人 

主任 
（監理） 
技術者 

代現
理場
人

主
技任

術監
者理
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ア 決裁方法 

(ｱ) 国土交通省の決裁方法と異なる

請負者（発議）→発注者（確認） 

イ 文字数 

(ｱ) 工事名：全角７０文字以上

(ｲ) 立会項目：全角８０文字以上

(ｳ) 立会箇所：全角８０文字以上 

(ｴ) その他-上段（請負者用）：全角４００文字以上 

(ｵ) その他-下段（発注者用）：全角４００文字以上 

ウ 入力について 

(ｱ) 請負者は、立会項目、立会箇所、立会希望年月日を入力し、その他-上段（請負者用）の入力をす     

ることができる。 

(ｲ) 発注者は、請負者の入力範囲の編集が可能であり、その他-下段（発注者用）の入力をすること

ができる。 

５ 立会願（土木工事）

(2) 様式の規格 
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（別 紙） 

令和 年 月 日

会社名 

氏 名 

京都市上下水道局情報共有システム 機能要件確認書 

１ 情報共有システムの対応状況 

システム提供者

システム名称 

判 定 適合・不適合 (適合：チェックリストの判定がすべて○、不適合：適合以外) 
※機械設備及び電気設備工事は、２チェックリスト第１までを確

認対象とする

２ チェックリスト 

項 目 内 容 判 定

第１ ２ 情報共有システム
の提供方法について

「工事施工中における受発注者間の情報システム機能要件
（Rev.5.2）」を満足する。 

３ 情報共有システム
の機能要件について

ASP 方式である。 

４ サポート体制につ

いて 

システムの利用方法について、質問が可能なサポート体制が

ある。 

８ 発議書類確認機能
(権限者機能)について 

権限者機能の対応 

第２  １ 工事履行報告書 (1)  様式の出力 

(2)  様式の規格 ア 決裁方法 (ｱ)  国土交通省と同様 

イ 文字数 (ｱ)  工事名 

(ｲ)  備考 

(ｳ)  （記事欄） 

ウ 入力につ
いて 

(ｱ)  請負者の入力範囲 

エ その他 (ｱ)  ページが複数となる場合 

 ２ 工事打合簿 (1)  様式の出力 

(2)  様式の規格 ア 決裁方法 (ｱ)  国土交通省と同様 

イ 文字数 (ｱ) No. 
(ｲ)  発議事項-その他欄 

(ｳ)  工事名 

(ｴ)  （内容） 

(ｵ)  処理・回答-その他 

 ３ 材料確認書 (1)  様式の出力 

(2)  様式の規格 ア 決裁方法 (ｱ)  国土交通省と同様 

イ 文字数 (ｱ)  工事名 

(ｲ)  材料名 

(ｳ)  品質規格 

(ｴ)  単位 
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(ｵ)  搬入数量 

(ｶ)  確認方法 

(ｷ)  合格数量 

(ｸ)  備考 

ウ 入力につ
いて 

(ｱ)  請負者の入力範囲 

(ｲ)  発注者の入力範囲 

エ その他 (ｱ)  ページが複数となる場合 

(ｲ)  確認者印の範囲 

(ｳ)  確認年月日はすべて同一 

 ４ 段階確認書 (1)  様式の出力 

(2)  様式の規格 ア 決裁方法 (ｱ)  国土交通省と異なる 

イ 文字数 (ｱ)  工事名 

(ｲ)  種別 

(ｳ)  細別 

(ｴ)  確認項目 

(ｵ)  確認者署名押印 

ウ 入力につ
いて 

(ｱ)  請負者の入力範囲 

(ｲ)  発注者の入力範囲 

エ その他 (ｱ)  ページが複数となる場合 

(ｲ)  確認者印の範囲 

(ｳ)  確認予定時期はすべて同
一 

 ５ 立会願 (1)  様式の出力 

(2)  様式の規格 ア 決裁方法 (ｱ)  国土交通省と異なる 

イ 文字数 (ｱ)  工事名 

(ｲ)  立会項目 

(ｳ)  立会箇所 

(ｴ)  その他-上段（請負者用）

(ｵ)  その他-下段（発注者用）

ウ 入力につ
いて 

(ｱ)  請負者の入力範囲 

(ｲ)  発注者の入力範囲 



京都市上下水道局情報共有システム 

工事帳票の仕様書 

令和4年10月策定 


